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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子デバイスを形成するための方法であって、
　第１の電極を、基板内の第１の導電性部材の上に形成するステップであって、
　　前記基板が、第１のピクセル駆動回路と、前記第１の導電性部材と、第２の導電性部
材とを含み、
　　前記第１および第２の導電性部材が互いに隔置され、
　　前記第１の導電性部材が前記第１のピクセル駆動回路に接続され、
　　前記第２の導電性部材が電力伝送線の一部である、ステップと、
　第１の有機層を前記第１の電極の上に形成するステップと、
　開口部を有する第２の電極を前記第１の有機層の上に形成するステップであって、前記
第２の電極は前記第２の導電性部材を跨がないようにし、前記開口部は少なくとも前記第
１の有機層の一部を露出させる、ステップと、
　前記第２の電極によって被覆されない、前記第１の有機層の露出された部分を除去して
、前記第２の導電性部材を露出するステップと、
　第３の導電性部材を露出するステップであって、
　前記第２の電極および前記第２の導電性部材に接続され、かつ、前記第２の導電性部材
と接触する第３の導電性部材を形成するステップと
を有することを特徴とする方法。
【請求項２】
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　前記第１の有機層の露出された部分を除去するステップが、前記第２の導電性部材に隣
接した側壁を形成し、前記側壁に隣接した前記第１の有機層の抵抗部分を形成するステッ
プをさらに有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記第１の有機層の抵抗部分を形成するステップが、前記第１の有機層を乾燥処理作業
に曝すステップを含むことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１の有機層の露出された部分を除去した後、絶縁層を形成するステップと、
　前記絶縁層を異方性エッチングして、前記第１の有機層の露出された部分の側壁に沿っ
て側壁スペーサを形成するステップと
　をさらに有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記基板が、
　前記第１のピクセル駆動回路を含む複数のピクセル駆動回路と、
　前記複数のピクセル駆動回路にそれぞれ接続された複数の前記第１の導電性部材と、
　複数の前記第２の導電性部材とを含み、
　前記第１の導電性部材の各々が、前記第２の導電性部材から隔置され、
　前記電子デバイスが電子部品のアレイおよび前記アレイ内にある前記ピクセル駆動回路
を含み、
　前記第１の電極を形成するステップが、前記第１の電極を前記第１の導電性部材の上に
形成するステップを含み、
　前記第２の電極を形成するステップが、前記第１の有機層上に開口部を有する前記第２
の電極を形成するステップを含み、前記第２の電極は前記第２の導電性部材のいずれも跨
がず、前記開口部が前記第１の有機層の一部を露出させるステップを含み、
　前記第１の有機層の一部を除去するステップが、前記第１の有機層の、前記第２の電極
によって被覆されない部分を除去して、前記第２の導電性部材を露出するステップを含み
、
　前記第３の導電性部材が、前記第２の電極および前記第２の導電性部材に接続され、か
つ、前記第２の導電性部材の少なくともいくつかと接触するように、前記第３の導電性部
材を形成するステップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記第１の電極を形成した後であって、かつ前記第２の電極を形成する前に、有機活性
層を形成する工程をさらに有することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の電極、前記第２の電極、および前記第１の有機層を含む第１の電子部品が、
放射線放出電子部品または放射線応答電子部品を含むことを特徴とする請求項６に記載の
方法。
【請求項８】
　前記第３の導電性部材が前記第２の電極と接触することを特徴とする請求項１に記載の
方法。
【請求項９】
　前記電力伝送線がＶdd線またはＶss線であることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　第１のピクセル駆動回路、第１の導電性部材、第２の導電性部材および開口部を有する
絶縁層を含む基板であって、前記第１および第２の導電性部材が互いに隔置され、前記第
１の導電性部材が前記第１のピクセル駆動回路に接続され、前記第２の導電性部材が電力
伝送線の一部であり、前記絶縁層は前記第１のピクセル駆動回路、前記第１の導電性部材
および第２の導電性部材の上に形成された、基板と、
　第１の電子部品であって
　　前記絶縁層上に形成され、前記絶縁層の開口部を通って前記第１の導電性部材と接触
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する第１の電極、
　　前記第２の導電性部材に接続されるが接触しない開口部を有する第２の電極、および
　　前記第１の電極と前記第２の電極との間にある有機層
　を含む第１の電子部品と、
　第３の導電性部材であって
　　前記第２の電極および前記第２の導電性部材に接続され、かつ
　　前記絶縁層および前記第２の電極の開口部を通して前記第２の導電性部材と接触する
　第３の導電性部材と
を備えたことを特徴とする電子デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、有機電子デバイスに関し、より特定的には、電極を基板内の他の導
電性部材に接続する導電性部材を含む電子デバイス、および電子デバイスを形成するため
のプロセスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機電子デバイスを含む電子デバイスが、日常生活でより広く使用され続ける。有機電
子デバイスの例としては、有機発光ダイオード（「ＯＬＥＤ」）が挙げられる。電子部品
の例であるＯＬＥＤを、パッシブマトリックスディスプレイおよびアクティブマトリック
スディスプレイに使用することができる。アクティブマトリックスディスプレイ内に接続
を作ることは、パッシブマトリックスディスプレイより複雑であり、というのは、ピクセ
ル駆動回路がアレイ内にあるからである。アクティブマトリックスＯＬＥＤディスプレイ
のための従来の設計は、アレイ内の電子部品にＶssを提供する共通カソードを含む。共通
カソード設計は、接続を複雑にすることがあり、というのは、Ｖss接続が、選択（走査）
線、データ線、およびＶdd線のための接続と比較して、ピクセル駆動回路に対して著しく
異なった高さにあることがあるからである。
【０００３】
【特許文献１】米国特許出願第１０／６２５，１１２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　Ｖss線は、基板上にまたは基板内に配置することができる。カソードとＶss線との間の
接続を、カプセル化スキームに組入れることができる。しかし、そのような設計は、カプ
セル化を著しくより複雑にし、空気、水、および他の汚染物質を、電子デバイス内のＯＬ
ＥＤおよび回路から離しておくために適切なシールを製造する際に製造マージンを低減す
ることがある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　電子デバイスが、第１のピクセル駆動回路、第１の導電性部材、および第２の導電性部
材を含む基板を備える。第１および第２の導電性部材は互いに隔置され、第１の導電性部
材は第１のピクセル駆動回路に接続され、第２の導電性部材は電力伝送線の一部である。
電子デバイスは、また、第１の導電性部材と接触する第１の電極、第２の導電性部材に接
続されるが接触しない第２の電極、および第１の電極と第２の電極との間にある有機層を
含む第１の電子部品を備える。電子デバイスは、また、第２の電極および第２の導電性部
材に接続され、かつ第２の導電性部材と接触する第３の導電性部材を備える。
【０００６】
　一実施形態において、電子デバイスを形成するための方法が、第１の電極を、基板内の
第１の導電性部材の上に形成する工程を有する。基板は、第１のピクセル駆動回路と、第
１の導電性部材と、第２の導電性部材とを含む。第１および第２の導電性部材は互いに隔
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置される。第１の導電性部材は第１のピクセル駆動回路に接続され、第２の導電性部材は
電力伝送線の一部である。方法は、また、第１の有機層を第１および第２の電極の上に形
成する工程と、第２の電極を、第２の導電性部材の上にこないように第１の有機層の上に
形成する工程とを有する。方法は、第２の電極によって被覆されない、第１の有機層の露
出された部分を除去して、第２の導電性部材を露出する工程をさらに有する。方法は、第
２の電極および第２の導電性部材に接続され、かつ第２の導電性部材と接触する第３の導
電性部材を形成する工程をさらに有する。
【０００７】
　先の一般的な説明および次の詳細な説明は、例示および説明にすぎず、特許請求の範囲
に規定されるような本発明を限定するものではない。
【０００８】
　本発明を、添付の図において、限定ではなく例として示す。
【０００９】
　当業者は、図の要素が、簡単かつ明確にするために示されており、必ずしも同じ割合で
描かれていないことを理解する。たとえば、本発明の実施形態の理解を向上させるのを助
けるために、図の要素のいくつかの寸法を他の要素に対して誇張することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　電子デバイスが、第１のピクセル駆動回路、第１の導電性部材、および第２の導電性部
材を含む基板を備える。第１および第２の導電性部材は互いに隔置され、第１の導電性部
材は第１のピクセル駆動回路に接続され、第２の導電性部材は電力伝送線の一部である。
電子デバイスは、また、第１の導電性部材と接触する第１の電極、第２の導電性部材に接
続されるが接触しない第２の電極、および第１の電極と第２の電極との間にある有機層を
含む第１の電子部品を備える。電子デバイスは、また、第２の電極および第２の導電性部
材に接続され、かつ第２の導電性部材と接触する第３の導電性部材を備える。
【００１１】
　別の実施形態において、基板は、第１のピクセル駆動回路を含む複数のピクセル駆動回
路を含む。基板は、また、追加の第１の導電性部材と、追加の第２の導電性部材とを含む
。第１の導電性部材の各々は、第２の導電性部材の各々から隔置される。電子デバイスは
、第１の電子部品を含む電子部品のアレイを含む。電子部品の各々は、第１の導電性部材
の少なくとも１つと接触する第１の電極と、第２の導電性部材の少なくとも１つに接続さ
れるが、第２の導電性部材のいずれにも接触しない第２の電極とを含む。有機層は、第１
の電極と第２の電極との間にある。第３の導電性部材は、第２の電極および第２の導電性
部材に接続され、かつ、第２の導電性部材の少なくともいくつかと接触する。
【００１２】
　特定の実施形態において、電子部品は、第１の電子部品と同じ行または同じ列に沿って
配置された第２の電子部品を含む。別の特定の実施形態において、電子部品は、第１の電
子部品と異なった行および異なった列に沿って配置された第２の電子部品を含む。さらに
別の特定の実施形態において、第３の導電性部材は、すべてではないがいくつかの電子部
品の第２の電極と接触する。さらに別の特定の実施形態において、第３の導電性部材は、
アレイ内の第２の導電性部材の実質的にすべてと接触する。
【００１３】
　さらに別の実施形態において、第３の導電性部材は、第２の導電性電極と接触する。さ
らに別の実施形態において、有機層は、第１の電極と第２の電極との間にある導電性部分
と、第２の導電性部材および第３の導電性部材が導電性部分と接触するのを実質的に防止
する抵抗部分とを含む。さらなる実施形態において、電子デバイスは、第３の導電性部材
を有機層から絶縁する側壁スペーサをさらに備える。
【００１４】
　さらなる実施形態において、有機層は有機活性層を含む。特定の実施形態において、第
１の電子部品は、放射線放出電子部品または放射線応答電子部品を含む。別の実施形態に



(5) JP 5255279 B2 2013.8.7

10

20

30

40

50

おいて、電力伝送線はＶdd線またはＶss線である。
【００１５】
　一実施形態において、電子デバイスを形成するための方法が、第１の電極を、基板内の
第１の導電性部材の上に形成する工程を有する。基板は、第１のピクセル駆動回路と、第
１の導電性部材と、第２の導電性部材とを含む。第１および第２の導電性部材は互いに隔
置される。第１の導電性部材は第１のピクセル駆動回路に接続され、第２の導電性部材は
電力伝送線の一部である。方法は、また、第１の有機層を第１および第２の電極の上に形
成する工程と、第２の電極を、第２の導電性部材の上にこないように第１の有機層の上に
形成する工程とを有する。方法は、第２の電極によって被覆されない、第１の有機層の露
出された部分を除去して、第２の導電性部材を露出する工程をさらに有する。方法は、第
２の電極および第２の導電性部材に接続され、かつ第２の導電性部材と接触する第３の導
電性部材を形成する工程をさらに有する。
【００１６】
　別の実施形態において、第１の有機層の露出された部分を除去する工程が、第２の導電
性部材に隣接した側壁を形成する。方法は、側壁に隣接した第１の有機層の抵抗部分を形
成する工程をさらに有する。特定の実施形態において、第１の有機層の抵抗部分を形成す
る工程が、第１の有機層を乾燥処理作業に曝す工程を有する。
【００１７】
　さらに別の実施形態において、方法は、第１の有機層の露出された部分を除去した後、
絶縁層を形成する工程をさらに有する。方法は、また、絶縁層を異方性エッチングして、
第１の有機層の露出された部分の側壁に沿って側壁スペーサを形成する工程を有する。
【００１８】
　さらに別の実施形態において、基板は、第１のピクセル駆動回路を含む複数のピクセル
駆動回路と、追加の第１の導電性部材と、追加の第２の導電性部材とを含む。第１の導電
性部材の各々は、第２の導電性部材から隔置される。電子デバイスは電子部品のアレイを
含み、ピクセル駆動回路はアレイ内にある。第１の電極を形成する工程は、第１の電極を
第１の導電性部材の上に形成する工程を有する。第２の電極を形成する工程は、第２の電
極を、アレイ内の第２の導電性部材のいずれの上にもなく第１の有機層の上に形成する工
程を有する。第１の有機層の部分を除去する工程は、第１の有機層の、第２の電極によっ
て被覆されない部分を除去して、第２の導電性部材を露出する工程を有する。第３の導電
性部材を形成する工程は、第３の導電性部材が、第２の電極および第２の導電性部材に接
続され、かつ、第２の導電性部材の少なくともいくつかと接触するように、第３の導電性
部材を形成する工程を有する。
【００１９】
　さらなる実施形態において、方法は、第１の電極を形成した後であって、かつ第２の電
極を形成する前に、有機活性層を形成する工程をさらに有する。特定の実施形態において
、第１の電子部品は、放射線放出電子部品または放射線応答電子部品を含む。
【００２０】
　さらなる実施形態において、第３の導電性部材は第２の電極と接触する。さらなる実施
形態において、電力伝送線はＶdd線またはＶss線である。
【００２１】
　本発明の他の特徴および利点は、次の詳細な説明から、および特許請求の範囲から明ら
かであろう。詳細な説明は、最初に、用語の定義および明確化を扱い、次いで、レイアウ
トおよび製造プロセス、代替実施形態、ならびに利点を扱う。
【００２２】
　　（１．用語の定義および明確化）
　以下で説明される実施形態の詳細を扱う前、いくつかの用語を定義または明確化する。
ここで使用されるように、層または材料に言及するときの「活性」という用語は、電気放
射特性または電磁特性を示す層または材料を意味することが意図される。活性層材料は、
放射線を放出することができるか、放射線を受けるとき電子－正孔対の濃度の変化を示す
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ことができる。
【００２３】
　「アレイ」、「周辺回路」、および「遠隔回路」という用語は、異なった領域または部
品を意味することが意図される。たとえば、アレイは、部品内の規則的な配列（通常、列
および行によって示される）内のピクセル、セル、または他の電子デバイスを含むことが
できる。これらの電子デバイスは、アレイと同じ部品内であるがアレイ自体の外側にある
ことができる周辺回路によって、部品上で局所的に制御することができる。遠隔回路は、
典型的には、周辺回路から離れてあり、かつ、アレイに信号を送るか、アレイから信号を
受けることができる（典型的には、周辺回路を介して）。遠隔回路は、また、アレイに無
関係の機能を行うことができる。
【００２４】
　「導電性部材」という用語は、電位の著しい降下なしで、電流が流れることができる部
材または構造を意味することが意図される。電極、端子、および相互接続が、導電性部材
の例である。
【００２５】
　電子部品、回路、またはそれらの部分に関する「接続された」という用語は、２つ以上
の電子部品、回路、または少なくとも１つの電子部品および少なくとも１つの回路の任意
の組合せが、それらの間にあるいかなる介在する電子部品も有さないことを意味すること
が意図される。そのような電子部品、回路、またはそれらの部分が、互いに接触してもし
なくてもよいことに留意されたい。寄生抵抗、寄生キャパシタンス、または両方は、この
定義の目的のための電子部品とみなされない。一実施形態において、電子部品は、互いに
電気的に短絡され、かつ実質的に同じ電圧にあるとき、接続される。電子部品を、光信号
がそのような電子部品の間で伝送されることを可能にするために、光ファイバ線を使用し
てともに接続することができることに留意されたい。
【００２６】
　「接触する」という用語は、２つ以上の物体が互いに物理的に触れることを意味するこ
とが意図される。
【００２７】
　「乾燥処理作業」という用語は、液体なしで行われる、層、材料、部材、または構造の
物理的特性の化学物質（ｃｈｅｍｉｃａｌ　ｏｆ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｐｒｏｐｅｒｔｉ
ｅｓ）を変える、プロセスの一部を意味することが意図される。乾燥処理作業の例として
は、ドライエッチング、レーザアブレーション、またはそれらの組合せが挙げられる。
【００２８】
　「電極」という用語は、電子部品内でキャリヤを輸送するように構成された部材または
構造を意味することが意図される。たとえば、電極は、アノード、カソード、キャパシタ
電極、ゲート電極などであることができる。
【００２９】
　「電子部品」という用語は、電気機能または電気放射（たとえば、電気光学）機能を行
う回路の最も低いレベルのユニットを意味することが意図される。電子部品としては、ト
ランジスタ、ダイオード、抵抗器、キャパシタ、インダクタ、半導性部材レーザ、光学ス
イッチなどを挙げることができる。電子部品は、寄生抵抗（たとえば、ワイヤの抵抗）ま
たは寄生キャパシタンス（たとえば、導電性部材間のキャパシタが意図されないか偶発的
である、異なった電子部品に接続された２つの導電性部材の間の容量結合）を含まない。
【００３０】
　「電子デバイス」という用語は、適切に接続され適切な電位が供給されると、集合的に
機能を行う、回路、電子部品、またはそれらの組合せの集まりを意味することが意図され
る。電子デバイスは、システムを含むか、システムの一部であることができる。電子デバ
イスの例としては、ディスプレイ、センサアレイ、コンピュータシステム、アビオニクス
システム、自動車、携帯電話、または他の消費者用または産業用電子製品が挙げられる。
【００３１】
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　「絶縁」という用語およびその変形は、著しい数の電荷キャリヤが、材料、層、部材、
または構造を通って流れるのを実質的に防止するような電気的特性を有する材料、層、部
材、または構造を意味することが意図される。
【００３２】
　「等方性エッチング」という用語は、基板の断面図から垂直方向および水平方向に実質
的に等しく行われるエッチングを意味することが意図される。「異方性エッチング」とい
う用語は、同じ材料をエッチングするとき、１つの方向に、別の方向と比較して著しくよ
り高い速度で行われるエッチングを意味することが意図される。完全に等方性または異方
性であるエッチングはないが、エッチングは、他方（異方性または等方性の）と比較して
、著しくより等方性または異方性である傾向がある。
【００３３】
　「ピクセル」という用語は、ディスプレイの使用者によって観察されるようなディスプ
レイの最も小さい完全なユニットを意味することが意図される。「サブピクセル」という
用語は、ピクセルの一部のみを構成するがすべてを構成しない、ピクセルの一部を意味す
ることが意図される。フルカラーディスプレイにおいて、フルカラーピクセルが、赤色、
緑色、および青色スペクトル領域の主色を有する３つのサブピクセルを含むことができる
。モノクロディスプレイが、ピクセルを含むがサブピクセルを含まないことができる。
【００３４】
　「ピクセル駆動回路」という用語は、わずか１つのピクセルのための信号を制御する、
ピクセルまたはサブピクセルのアレイ内の回路を意味することが意図される。ピクセル全
体ではなく１つのサブピクセルのみのための信号を制御する駆動回路が、本明細書で使用
されるように、依然としてピクセル駆動回路と呼ばれることに留意されたい。
【００３５】
　「電力伝送線」という用語は、電源信号を伝送するように設計された、電子デバイス内
の１つまたは複数の導電性部材を意味することが意図される。１つまたは複数の導電性部
材は、電源信号と実質的に同じ電圧である。電力伝送線の例としては、Ｖdd線またはＶss

線が挙げられる。
【００３６】
　「放射線放出部品」という用語は、適切にバイアスされると、目標波長または波長スペ
クトルにおける放射線を放出する電子部品を意味することが意図される。放射線は、可視
光スペクトル内または可視光スペクトルの外側（紫外（「ＵＶ」）または赤外（「ＩＲ」
））であることができる。発光ダイオードが、放射線放出部品の例である。
【００３７】
　「放射線応答部品」という用語は、電子部品が、目標波長または波長スペクトルにおけ
る放射線を検知するかこれに応答することができることを意味することが意図される。放
射線は、可視光スペクトル内または可視光スペクトルの外側（ＵＶまたはＩＲ）であるこ
とができる。光検出器、ＩＲセンサ、バイオセンサ、および光起電力セルが、放射線応答
部品の例である。
【００３８】
　材料に言及するときの「抵抗（ｒｅｓｉｓｔｉｖｅ）」という用語は、導電性部材の電
気抵抗と絶縁体の電気抵抗との間の電気抵抗を有する材料を意味することが意図される。
たとえば、抵抗材料は、約１０-2から１０+4オーム－ｃｍの範囲内の抵抗率を有する。
【００３９】
　「側壁スペーサ」という用語は、開口部内にある導電性部材または抵抗器を、開口部の
側壁に沿って配置された異なった導電性部材または抵抗器から分離するために使用される
、開口部の側壁に沿って配置された構造を意味することが意図される。
【００４０】
　「基板」という用語は、剛性または可撓性であることができ、かつ、ガラス、ポリマー
、金属、またはセラミック材料、またはそれらの組合せを含むことができるが、これらに
限定されない１つまたは複数の材料の１つまたは複数の層を含むことができるワークピー
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スを意味することが意図される。
【００４１】
　ここで使用されるように、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ）」、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓ
ｉｎｇ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｅｓ）」、「含む（ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ）」、「有す
る（ｈａｓ）」、「有する（ｈａｖｉｎｇ）」という用語、またはそれらのいかなる他の
変形も、非排他的な包含を網羅することが意図される。たとえば、要素のリストを含むプ
ロセス、方法、物品、または装置が、必ずしも、それらの要素のみに限定されないが、明
白に記載されていないか、そのようなプロセス、方法、物品、または装置に固有の他の要
素を含むことができる。さらに、そうでないと明白に記載されていない限り、「または」
は、「排他的なまたは」ではなく、「包含的なまたは」を指す。たとえば、条件Ａまたは
Ｂが、次のいずれか１つによって満たされる。Ａが真であり（または存在し）、かつＢが
偽である（または存在しない）、Ａが偽であり（または存在せず）、かつＢが真である（
または存在する）、ならびに、ＡおよびＢの両方が真である（または存在する）。
【００４２】
　さらに、明確にするため、および、本発明の一般的な意味を与えるために、「ａ」また
は「ａｎ」の使用は、本発明の要素および部品を説明するために使用される。この説明は
、１つまたは少なくとも１つを含むように読まれるべきであり、単数形は、そうでないよ
うに意味されることが明らかでない限り、また、複数形を含む。
【００４３】
　特に定義されない限り、ここで使用される技術用語および科学用語はすべて、本発明が
属する技術における当業者によって一般に理解されるのと同じ意味を有する。適切な方法
および材料を、本発明の実施形態、またはそれらを製造または使用するための方法につい
て、ここで説明するが、説明されるものと同様のまたは同等の他の方法および材料を、本
発明の範囲から逸脱することなく用いることができる。ここで挙げられる刊行物、特許出
願、特許、および他の引例をすべて、それらの全体を引用により援用する。矛盾する場合
は、本明細書は、定義を含めて、優先する。さらに、材料、方法、および例は、例示にす
ぎず、限定することは意図されない。
【００４４】
　元素の周期表内の列に対応する族番号は、ＣＲＣ化学物理学ハンドブック（ＣＲＣ　Ｈ
ａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａｎｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ）、第８１版、（
２０００）に見られるような「新表記（Ｎｅｗ　Ｎｏｔａｔｉｏｎ）」法を使用する。
【００４５】
　ここで説明されない程度に、特定の材料、処理行為、および回路に関する多くの詳細は
、従来のものであり、有機発光ダイオードディスプレイ技術、光検出器技術、および半導
性部材技術の範囲内のテキストブックおよび他のソースに見出されるであろう。
【００４６】
　　（２．レイアウトおよび製造プロセス）
　図１は、ピクセル１０２、１０４、１０６、および１０８を含む電子デバイス１００内
のアレイの一部の回路図を含む。代替実施形態において、ピクセル１０２、１０４、１０
６、および１０８の各々は、サブピクセルであることができる。本明細書の目的のため、
ピクセルという用語が使用されるが、当業者は、ここで説明される概念を、ピクセル内の
サブピクセルに拡大することができることを理解するであろう。図１に示されているよう
に、ピクセル１０２、１０４、１０６、および１０８の各々は、選択トランジスタ１２２
と、蓄積キャパシタ１２４と、駆動トランジスタ１２６とを含むピクセル駆動回路を含む
。選択トランジスタ１２２のゲート電極が選択線１４２に接続される。一実施形態におい
て、選択線１４２は時間の関数として活性化され、したがって、各選択線１４２は走査線
である。選択トランジスタ１２２の第１のソース／ドレイン領域が、データ線１４４に接
続される。選択トランジスタ１２２の第２のソース／ドレイン領域、蓄積キャパシタ１２
４の第１の電極、および駆動トランジスタ１２６のゲート電極が、互いに接続される。駆
動トランジスタ１２６の第１のソース／ドレイン領域が、電子部品１２８のアノードに接
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続される。一実施形態において、電子部品１２８は放射線放出部品であり、別の実施形態
において、電子部品１２８は放射線応答部品である。電子部品１２８のカソードが、この
実施形態においてＶss線１４８である電力伝送線に接続される。蓄積キャパシタ１２４の
第２の電極、および駆動トランジスタ１２６の第２のソース／ドレイン領域が、この実施
形態においてＶdd線１４６である別の電力伝送線に接続される。本明細書を読んだ後、当
業者は、アレイが、１つまたは複数の方向に延在することができ、かつ、ほとんどいかな
る有限数の、図１に示されたものと同様のピクセルを含むことができることを理解するで
あろう。
【００４７】
　他の実施形態において、他の電子部品を、図１に示された電子部品の代わりに、または
これらと関連して、使用することができる。たとえば、１つまたは複数のｐチャネルトラ
ンジスタを、図１に示されたｎチャネルトランジスタの代わりに、またはこれらと関連し
て、使用することができる。ピクセル駆動回路内の電子部品の厳密なタイプおよび構成は
、非常に可変であり、特定の用途のための要求または望みに合うように選択することがで
きる。本明細書を読んだ後、当業者は、電子部品１２８のアノードをＶdd線１４６に接続
することができ、電子部品１２８のカソードを駆動トランジスタ１２６のソース／ドレイ
ン領域に接続することができることを理解するであろう。駆動トランジスタ１２６の他の
ソース／ドレイン領域をＶss線１４８に接続することができる。
【００４８】
　図１に示された回路図に従う電子デバイス１００のレイアウトおよび製造を、以下で説
明する。本明細書を読んだ後、当業者は、本発明が、ここで説明される特定の回路図、レ
イアウト、および製造プロセスに限定されないことを理解するであろう。
【００４９】
　図２および図３は、第１および第２の導電性部材を露出する開口部を形成した後の、基
板の一部の、それぞれ、平面図および断面図の図を含む。図２を参照すると、ピクセル１
０２、１０４、１０６、および１０８に対応する領域が、１組の破線で示されており、ピ
クセル駆動回路２４２が、ピクセル１０２、１０４、１０６、および１０８内の破線ボッ
クスで示されている。第１の導電性部材が、開口部２４４の底部にあり、各々、下にある
ピクセル駆動回路に接続される。第１の導電性部材は、駆動トランジスタ１２６の第２の
ソース／ドレイン領域の一部であるか、これらに接続される。第２の導電性部材２２２が
開口部２２４の底部にある。第２の導電性部材２２２は、この実施形態においてＶss線１
４８である電力伝送線の一部である。図２の切断線３－３における断面図である図３を参
照すると、ピクセル駆動回路２４２および第２の導電性部材２２２は、基板３００内にあ
る。基板３００、第１の導電性部材を含むピクセル駆動回路２４２、および第２の導電性
部材２２２の各々は、材料を含み、従来の技術を用いて形成される。一実施形態において
、基板３００は、剛性であり、別の実施形態において可撓性である。１つの特定の実施形
態において、基板３００は、透明であり、基板３００の、電子デバイス形成が行われる表
面と反対側の使用者側３０２を含む。
【００５０】
　絶縁層３２０が、基板３００、ピクセル駆動回路２４２、および第２の導電性部材２２
２の上に形成される。絶縁層３２０は、二酸化ケイ素、窒化ケイ素、有機絶縁材料、また
はそれらの任意の組合せを含むことができる。絶縁層３２０は、従来の技術を用いて堆積
させることによって形成することができる。絶縁層３２０は、基板３００内の下にある電
子部品から、その後形成される電極または他の導電性部材を絶縁するのに十分である厚さ
を有する。一実施形態において、絶縁層３２０は、約０．１～５．０ミクロンの範囲内の
厚さを有する。従来のリソグラフィ作業が、絶縁層３２０内に開口部２２４および２４４
を形成するために行われる。本明細書を読んだ後、当業者は、より多いまたはより少ない
開口部２２４または２４４を形成することができることを理解するであろう。開口部２２
４、２４４の数、またはそれらの組合せは、ピクセルまたはサブピクセル、またはピクセ
ルまたはサブピクセルのグループあたり１つの開口部を含むことができる。たとえば、１
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つの開口部２２４を、赤色、緑色、および青色サブピクセルを含むピクセルのために使用
することができる。別の実施形態において、各ピクセルまたはサブピクセルのための開口
部の数は、１つを超えることができる。組合せをすべて列挙することは、ほとんど不可能
であろう。また、示されていないが、ピクセル駆動回路２２４のいずれか１つまたは複数
を、第２の導電性部材２２２に接続してもしなくてもよい。先に述べられたように、レイ
アウトオプションは多く、本明細書を読んだ後、当業者は、要求または望みを最もよく満
たすレイアウトをどのように設計するかを理解するであろう。
【００５１】
　プロセスのこの時点において、ピクセル駆動回路２４２内の第１の導電性部材、および
第２の導電性部材２２２は、露出される。第１の導電性部材２４２および第２の導電性部
材２２２は、周期表の４～６、８、および１０～１４族から選択される少なくとも１つの
元素、またはそれらの任意の組合せを含むことができる。一実施形態において、第１の導
電性部材および第２の導電性部材２２２は、Ｃｕ、Ａｌ、Ａｇ、Ａｕ、Ｍｏ、またはそれ
らの任意の組合せを含むことができる。第１の導電性部材および第２の導電性部材２２２
が１つを超える層を含む別の実施形態において、層の１つが、Ｃｕ、Ａｌ、Ａｇ、Ａｕ、
Ｍｏ、またはそれらの任意の組合せを含むことができ含むことができ、別の層が、Ｍｏ、
Ｃｒ、Ｔｉ、Ｒｕ、Ｔａ、Ｗ、Ｓｉ、またはそれらの任意の組合せを含むことができる。
後で説明されるように、第２の導電性部材２２２は、塩基に曝すことができる。一実施形
態において、第２の導電性部材は、Ｍｏ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｒｕ、Ｔａ、Ｗ、またはそれらの
任意の組合せの層によって被覆されたＡｌ層を含むことができる。導電性金属酸化物、導
電性金属窒化物、またはそれらの組合せを、元素金属またはそれらの合金のいずれかの代
わりに、またはこれと関連して、使用することができることに留意されたい。
【００５２】
　図４および図５に示されているように、第１の電極４４２が、絶縁層３２０およびピク
セル駆動回路２４２の部分の上に形成される。一実施形態において、第１の電極４４２は
、電子部品１２８のためのアノードである。第１の電極４４２の部分が、ピクセル駆動回
路２４２内の第１の導電性部材へのコンタクト４４４を形成する。一実施形態において、
第１の電極４４２は、電子部品１２８によって放出されるか受けられるべき放射線に対し
て透明である。特定の実施形態において、第１の電極４４２は、酸化インジウムスズ（「
ＩＴＯ」）、酸化インジウム亜鉛（ＩＺＯ）、酸化アルミニウムスズ（「ＡＴＯ」）、ま
たは典型的にはＯＬＥＤのアノードのために使用される他の金属材料を含む。この実施形
態において、第１の電極４４２は、その後形成された有機活性層から放出されるかその後
形成された有機活性層によって応答されるべき放射線の少なくとも７０％を透過する。そ
のような放射線は、基板３００の使用者側３０２から放出されるか、基板３００の使用者
側３０２で受けられる。一実施形態において、第１の電極４４２の厚さは、約１００～２
００ｎｍの範囲内である。放射線が、第１の電極４４２を透過される必要がない場合、厚
さは、１０００ｎｍまで、またはさらに厚いなど、より大きいことができる。
【００５３】
　一実施形態において、第１の電極４４２は、ステンシルマスクを基板３００の上に配置
し、従来の物理的蒸着技術を用いて、図３および図４に示されているように第１の電極４
４２を堆積させることによって形成される。別の実施形態において、第１の電極４４２は
、第１の電極４４２のための層の１つまたは複数をブランケット堆積させる（ｂｌａｎｋ
ｅｔ　ｄｅｐｏｓｉｔｉｎｇ）ことによって形成される。次に、マスキング層（図示せず
）が、層の、第１の電極４４２を形成するために残るべきである部分の上に形成される。
従来のエッチング技術が用いられて、層の露出された部分を除去し、第１の電極４４２を
残す。エッチングの間、開口部２２４の上にあり、開口部２２４内の層（第２の導電性部
材２２２まで）が、除去される。この実施形態において、第１の電極４４２および第２の
導電性部材２２２の層は、異なった材料を含む。異なった材料の使用は、第１の電極４４
２のための層が、第２の導電性部材２２２まで選択的に除去されることを可能にする。別
の実施形態（図示せず）において、層の部分（第１の電極４４２のための）が開口部２２
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４内に残ることができるように、マスキング層のパターンを変えることができる。しかし
、開口部２２４内に残るそのような部分は、第１の電極４４２と第２の導電性部材２２２
との間で接続が行われないように、第１の電極４４２から隔置される。エッチング後、マ
スキング層は、従来の技術を用いて除去される。
【００５４】
　図６に示されているように、有機層６３０が、第１の電極４４２、絶縁層３２０、およ
び第２の導電性部材２２２の上に形成される。有機層６３０は、１つまたは複数の層を含
むことができる。たとえば、有機層は、有機活性層と、電子注入層、電子輸送層、電子阻
止層、正孔注入層、正孔輸送層、または正孔阻止層、またはそれらの任意の組合せのいず
れか１つまたは複数とを含むことができる。一実施形態において、有機層６３０は、第１
の有機層６３２と、有機活性層６３４とを含むことができる。
【００５５】
　第１の有機層６３２および有機活性層６３４は、第１の電極４４２の上に順次形成され
る。第１の有機層６３２および有機活性層６３４の各々は、以下で説明されるように、適
切な材料のための、スピンコーティング、キャスティング、蒸着（化学または蒸気）、印
刷（インクジェット印刷、スクリーン印刷、溶液分配（平面図から見られるような、スト
リップ、または他の所定の幾何学的形状またはパターンで、液体組成物を分配すること）
、またはそれらの任意の組合せ）、他の堆積技術、またはそれらの任意の組合せを含む、
任意の数の異なった技術の１つまたは複数によって、形成することができる。第１の有機
層６３２および有機活性層６３４の一方または両方を、堆積後、硬化させることができる
。
【００５６】
　第１の有機層６３２が正孔輸送層として作用する場合、任意の数の材料を使用すること
ができ（その選択はデバイスおよび有機活性層６３４の材料による）、この例示的な例に
おいて、それは、ポリアニリン（「ＰＡＮＩ」）、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオ
フェン）（「ＰＥＤＯＴ」）、または有機電子デバイスに使用されるような正孔輸送層と
して従来使用される材料の１つまたは複数を含むことができる。正孔輸送層は、典型的に
は、第１の電極４４２から隔置された位置において基板３００にわたって測定されるよう
な約１００～２５０ｎｍの範囲内の厚さを有する。第１の有機層６３２は、比較的導電性
または比較的抵抗性であることができる。ＰＡＮＩおよびＰＥＤＯＴのスルホン化された
もの（たとえば、ＰＡＮＩ－ＰＳＳおよびＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ）は比較的導電性であり、
スルホン化されていないものは比較的抵抗性であることができる。一実施形態において、
ＰＡＮＩ－ＰＳＳ、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ、またはそれらの組合せを使用して、電子部品１
２８を動作させるとき、第１の有機層６３２で電圧降下を低減することができる。一実施
形態において、第１の有機層６３２の厚さは、約５０～２００ｎｍの範囲内である。
【００５７】
　有機活性層６３４の組成物は、典型的には、電子デバイスの用途による。一実施形態に
おいて、有機活性層６３４は、放射線放出部品に使用される。有機活性層６３４は、有機
電子デバイス内の有機活性層として従来使用される材料を含むことができ、１つまたは複
数の小分子材料、１つまたは複数のポリマー材料、またはそれらの任意の組合せを含むこ
とができる。本明細書を読んだ後、当業者は、有機活性層６３４のための、適切な材料、
層、または両方を選択することができるであろう。一実施形態において、有機活性層６３
４は４０ｎｍ以下である。別の実施形態において、有機活性層６３４は、約６０～１００
ｎｍの範囲内の、より特定の実施形態において、約７０～９０ｎｍの範囲内の厚さを有す
る。
【００５８】
　電子デバイスが放射線放出微小空洞デバイスである場合、所望の放出波長スペクトルが
得られるように、有機層６３０の厚さを選択する際に注意される。
【００５９】
　代替実施形態において、有機層６３０は、厚さとともに変わる組成物を有する１つの層
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を含むことができる。たとえば、第１の電極４４２に最も近い組成物は正孔輸送体（ｈｏ
ｌｅ　ｔｒａｎｓｐｏｒｔｅｒ）として作用することができ、隣の組成物は有機活性層と
して作用することができ、第１の電極４４２から最も遠い組成物は電子輸送体として作用
することができる。同様に、電荷注入、電荷阻止、または電荷注入、電荷輸送、および電
荷阻止の任意の組合せの機能を、有機層６３０に組入れることができる。１つまたは複数
の材料が、有機層の厚さのすべてを通してまたは一部のみ存在することができる。
【００６０】
　図７および図８に示されているように、第２の電極７２２が有機層６３０の上に形成さ
れる。一実施形態において、第２の電極７２２は、電子部品１２８のためのカソードであ
る。第２の電極７２２は、有機層６３０と接触する第１の層と、第１の層の上にある第２
の層とを含む。第１の層は、１族金属、２族金属、ＯＬＥＤ内のカソードのために従来使
用される他の材料の１つまたは複数、またはそれらの任意の組合せを含む。第２の層は、
第１の層を保護するのを助け、かつ、第２の導電性部材２２２に関して説明された材料の
いずれか１つまたは複数を含むことができる。第２の電極７２２の第２の層、および第２
の導電性部材２２２は、同じ材料または異なった材料を有することができる。その後の塩
基に曝すことが行われる実施形態において、第２の電極７２２のための材料の選択または
追加の保護層の使用は、耐塩基性でなければならない。一実施形態において、第２の電極
７２２は、約１００～２０００ｎｍの範囲内の厚さを有する。
【００６１】
　第２の電極は、第２の電極７２２が形成されるべきである開口部を有するステンシルマ
スクを使用することによって形成することができる。図７および図８において、第２の電
極７２２の間の開口部７２４が、有機層６３０の少なくとも一部を露出し、これは、第２
の導電性部材２２２の上にある。第２の電極７２２は、蒸着またはスパッタリングなどの
物理的蒸着技術を用いて形成することができる。
【００６２】
　次に、有機層６３０の露出された部分は、開口部７２４から除去されて、図９に示され
ているように開口部２２４を第２の導電性部材２２２まで露出する。図１０は、図９の切
断線１０－１０における電子デバイス１００の断面図の図を含む。開口部１０２４は、絶
縁層３２０まで、および第２の導電性部材２２２の露出された部分まで延在する。この実
施形態において、第２の電極７２２は、有機層６３０のエッチングの間、ハードマスクを
形成する。有機層６３０の露出された部分の除去は、乾燥処理作業として行うことができ
る。乾燥処理作業の例を、レーザアブレーションまたはドライエッチングを用いて行うこ
とができる。レーザアブレーションは従来のものである。ドライエッチングは、２００３
年７月２２日に出願された、シバ・プラカシュ（Ｓｈｉｖａ　Ｐｒａｋａｓｈ）による「
有機電子デバイスの製造の間有機層を除去するためのプロセス、およびこのプロセスによ
って形成された有機電子デバイス（Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｆｏｒ　Ｒｅｍｏｖｉｎｇ　ａｎ　
Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｌａｙｅｒ　Ｄｕｒｉｎｇ　Ｆａｂｒｉｃａｔｉｏｎ　ｏｆ　ａｎ　Ｏ
ｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ
　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　Ｆｏｒｍｅｄ　ｂｙ　ｔｈｅ　Ｐｒｏｃｅｓｓ
）」という名称の米国特許公報（特許文献１）の「ドライエッチング（Ｄｒｙ　Ｅｔｃｈ
ｉｎｇ）」セクション内に記載された技術のいずれか１つまたは複数を用いて行うことが
できる。
【００６３】
　ドライエッチングは、１つまたは複数の工程を用いて行うことができる。第２の導電性
部材２２２の上面が絶縁酸化物を形成しない場合、および、有機層６３０がいかなる著し
い量の不揮発性汚染物質（たとえば、ナトリウム、ケイ素、硫黄など）も含有しない場合
、１つの工程を用いることができる。しかし、別の実施形態において、第２の導電性部材
２２２の上面は絶縁酸化物を形成することがあるか、または、有機層６３０は著しい量の
不揮発性エッチング生成物または汚染物質を含有することがある。
【００６４】
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　一実施形態において、２工程プロセスが用いられ、第１の工程は、有機層６３０を除去
し、不揮発性エッチング生成物および汚染物質などの望まれない材料を除去するための第
２の工程。第１の工程は、比較的より高い程度の、有機層６３０との化学反応性を有し、
第２の工程は、比較的より高い程度の物理的除去（より選択的でない）を有する。
【００６５】
　第１の工程は、有機層６３０の実質的にすべてを除去し、第２の工程は、不揮発性エッ
チング生成物および汚染物質などの望まれない材料を除去するために行われる。第１の工
程は、第１の工程の間露出されるか露出されるようになることがある他の材料に対する良
好な選択性を依然として維持しながら、有機層６３０を除去することである。選択性は、
第１の工程の間露出されるか露出されるようになる他の材料のエッチング速度に対する除
去されるべきターゲット材料（この実施形態における有機層６３０）のエッチング速度の
比または割合として通常表現される尺度である。より高い選択性が、望ましいが、設備処
理量、および異方性エッチングが望ましい場合エッチングの減少された異方性特徴などの
、他の考慮事項によって制限されることがある。また、複数の異なった材料が第１の工程
の終わり近くで露出されるので、第２の導電性部材２２２に対する有機層６３０の選択性
は最適化されるが、第２の電極７２２に対する有機層６３０の選択性は低すぎることがあ
る。選択性は、典型的には、用いられるエッチング化学の関数である。エッチング化学を
以下でより詳細に説明する。
【００６６】
　第２の電極７２２は、第１の工程の実質的にすべての間露出される。絶縁層３２０およ
び第２の導電性部材２２２は、有機層６３０が除去された後、露出されるようになる。第
２の電極７２２の側面は、第１の工程の実質的にすべての間露出される。
【００６７】
　第１の工程の間の供給ガスの比は、部分的に、所望の選択性を達成するように選択する
ことができる。一実施形態において、酸素含有ガスは供給ガスの約１から１００体積パー
セントであり、ハロゲン含有ガスは０から５０体積パーセントであり、不活性ガスは０か
ら４０体積パーセントであり、還元ガスは０から３０体積パーセントである。別の実施形
態において、酸素含有ガスは、Ｏ2を含み、供給ガスの３０から９５体積パーセントであ
り、ハロゲン含有ガスは、フルオロカーボンを含み、１から３０体積パーセントであり、
不活性ガスは、Ｎ2、Ｈｅ、およびＡｒからなる群から選択することができ、４から３０
体積パーセントであり、還元ガスは、Ｈ2およびＮＨ3からなる群から選択することがき、
０から１０体積パーセントである。さらなる実施形態において、酸素含有ガスは、Ｏ2で
あり、供給ガスの６０から９５体積パーセントであり、ハロゲン含有ガスは、ＣＦ4であ
り、供給ガスの４から２０体積パーセントであり、不活性ガスは、Ａｒであり、供給ガス
の１０から２０体積パーセントであり、還元ガスは使用されない。
【００６８】
　動作パラメータは、使用される反応器のタイプ、エッチングチャンバのサイズ、または
エッチングされている基板のサイズによって変わることができる。バレルエッチャ（アッ
シャ（ａｓｈｅｒ）と呼ばれることもある）および六極管反応器などのバッチエッチング
システムを使用することができる。あるいは、平行平面板を有するものなどの単一基板シ
ステムを使用することができる。エッチングの間、プラズマを基板に直接曝すことができ
るか、下流プラズマを用いることができる。第１の工程の始めに、基板１０をドライエッ
チングシステム内に装填することができる。供給ガスはドライエッチングチャンバ内に流
れ、圧力は安定化される。圧力は、約０．０１から５０００ｍＴｏｒｒの範囲内である。
これらの圧力において、供給ガスは、約１０から１０００標準立方センチメートル毎分（
「ｓｃｃｍ」）の範囲内の速度で流れることができる。別の実施形態において、圧力は、
約１００から５００ｍＴｏｒｒの範囲内であることができ、供給ガスは、約１００から５
００ｓｃｃｍの範囲内の速度で流れることができる。
【００６９】
　電圧および電力を与えてプラズマを発生させることができる。電力は、典型的には、基
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板の表面積の線形関数またはほぼ線形関数である。したがって、電力密度（基板の単位面
積あたりの電力での）が与えられる。電圧は約１０から１０００Ｖの範囲内であり、電力
密度は約１０から５０００ｍＷ／ｃｍ2の範囲内である。電圧および電力密度の下限は、
プラズマが、受入れられないほど低いエッチング速度を持続するか生じさせることが困難
であることを引起すことがある。電圧および電力密度の上限は、積極的すぎ、ドライエッ
チングが、制御不可能であるか、再生不可能である（製造において重大な）か、受入れら
れないほど低い選択性を有することを引起すことがある。一実施形態において、電圧は約
２０から３００Ｖの範囲内であることができ、電力密度は約５０から５００ｍＷ／ｃｍ2

の範囲内であることができる。電圧および電力のランプ速度は非常に高いことができ、と
いうのは、電圧および電力は、典型的には、従来の照明スイッチと同様に、オンにされた
りオフにされたりするからである。
【００７０】
　第１の工程は、オーバエッチングのため、設定時間の間、終点検出を用いて、または、
終点検出および設定時間の組合せで、行うことができる。第１の工程が短すぎる場合、第
２の導電性部材２２２の部分のすべてが露出されるわけではなく、開回路または高抵抗回
路が、完成されたデバイス内に形成されることを引起す。第１の工程が長すぎる場合、第
２の電極７２２、絶縁層３２０、第２の導電性部材２２２、またはそれらの組合せのあま
りに多くが、エッチングされることがある。さらに、第１の工程が長すぎる場合、第２の
電極７２２、絶縁層３２０、第２の導電性部材２２２、またはそれらの組合せが、窪みが
作られたようになることがあるか、第２の電極７２２、第２の導電性部材２２２、または
それらの組合せの場合、その後形成された導電性部材に対して受入れられないほど高い接
触抵抗を引起すことがある。
【００７１】
　一実施形態において、ガス、圧力、流量、電力密度、および電圧を、ドライエッチング
プロセスの間、経時的に変えることができる。
【００７２】
　設定時間が第１の工程のために用いられる場合、時間は、バッチ反応器について約２か
ら３０分の範囲内であることができる。別の実施形態において、設定時間は、バッチ反応
器について約５から１０分の範囲内であることができる。単一基板ドライエッチングチャ
ンバの場合、エッチング時間は、この時間の半分未満であるか、または先に与えられた時
間より短いことができる。終点検出は、従来の技術を用いて行うことができる。
【００７３】
　第２の工程は、不活性ガス、および任意に還元ガスを使用して行うことができ、これら
の両方が上で説明された。不活性ガスは、第１の工程後残った望まれない材料を除去する
のを助け、還元ガスは、第１の工程の間形成された金属酸化物を、その対応する金属に還
元するのを助けることができる。一実施形態において、第２の工程は、５０から１００体
積パーセントにおける不活性ガスと、０から５０体積パーセントにおける還元ガスとを含
む。別の実施形態において、第２の工程は、７０から１００体積パーセントにおける不活
性ガスと、０から３０体積パーセントにおける還元ガスとを含む。さらなる実施形態にお
いて、不活性ガスは、９０から１００体積パーセントにおけるＡｒであり、還元ガスは、
０から１０体積パーセントにおけるＨ2である。
【００７４】
　第２の工程の間の動作条件は、第１の工程について上で与えられた最も広い範囲内にあ
る。第２の工程の間に使用される実際の動作条件は、第１の工程と異なることができる。
たとえば、電圧および電力密度はより高いことができ、というのは、望まれない材料が、
化学的にエッチングされるのとは対照的に、物理的に除去されるからである。第２の工程
の間、電圧は約１０から６００Ｖの範囲内であることができ、電力密度は約１００から１
０００ｍＷ／ｃｍ2の範囲内であることができる。電圧または電力密度が高すぎる場合、
第２の工程は、下にある材料のあまりに多くを除去することがあり、制御不可能または再
生不可能であることがある。第２の工程は、典型的には、時間を合わされたエッチングと
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して行われる。第２の工程後、電圧、電力、および供給ガスは、オフにされる。ドライエ
ッチングチャンバは、ポンプダウンされ、パージされる。パージ後、ドライエッチングチ
ャンバはほぼ大気圧にベントされ、基板は除去される。
【００７５】
　エッチング作業が完了された後、絶縁層３２０および第２の導電性部材２２２の部分が
、図９に見られるように見える。図９に示されていないが、有機層６３０の前に形成され
た導電性リードまたは導電性部材の他の部分（たとえば、アレイの外側の周辺回路または
遠隔回路のための導電性リード）が露出されるようになることができる。有機層６３０は
、周辺回路領域および遠隔回路領域から除去される。それらの領域の１つが、その後形成
されるカプセル化層が取付けられる領域であるレールを含んでも含まなくてもよい。図９
に示されていない導電性部材またはリードの露出された部分は、基板３００上のまたは基
板３００内の回路への電気的接続が行われることを可能にするために、ボンドパッドに対
応することができる。
【００７６】
　多くの異なったガスおよび動作条件をドライエッチングに関して説明したが、ドライエ
ッチングは、受入れられるエッチング速度および望まれない材料の除去を依然として維持
しながら、できるだけ穏やかでなければならない。有機電子デバイスは、それらの無機電
子デバイス対応品と比較して、処理条件により敏感である傾向がある。
【００７７】
　ユナクシス（Ｕｎａｘｉｓ）からのプラズマサーム（Ｐｌａｓｍａ　Ｔｈｅｒｍ）７９
０シリーズ、およびマーチ・プラズマ・システムズ（Ｍａｒｃｈ　Ｐｌａｓｍａ　Ｓｙｓ
ｔｅｍｓ）からのマーチ（Ｍａｒｃｈ）ＰＸ－５００を含む、任意の数の市販のドライエ
ッチングシステムが、本発明での使用に適している。反応性イオンエッチャ（ＲＩＥ）と
呼ばれる典型的な容量結合プラズマエッチャにおいて、動作の圧力範囲は、１００ｍＴｏ
ｒｒから１Ｔｏｒｒである。１ｍＴｏｒｒまで、より低い圧力で動作させるために、必要
な与えられる電力は非常に高く、高シース電圧が付随する。これは、基板表面の激しいイ
オンボンバードを引起す。基板上のバイアス電圧を、プラズマを作り維持するために必要
な与えられる電力から切り離すために、誘導結合プラズマ（ＩＣＰ）システムが必要にな
る。ＩＣＰシステムにおいて、プラズマは、チャンバの上部セクション内の共振誘導コイ
ルによって発生される。同じチャンバ内の下で、基板はペデスタル上に配置され、これは
、別の電源を使用して別個に電力供給することができる。１組のソレノイドも上部チャン
バ内で使用して、電子を閉じ込め、プラズマの導電性を調整し、上部チャンバ内で、１か
ら５０ｍＴｏｒｒの範囲内の圧力で、均一なプラズマを発生させる。イオン化および活性
化の程度は、非常に高いことができ、非常に反応性のプラズマを発生させる。下部チャン
バ内で、望まれるシース電圧によって、基板ペデスタルを電力供給しないか電力供給する
ことができる。
【００７８】
　プラズマエッチングに用いられる他の低圧プラズマ発生技術は、マイクロ波空洞および
マイクロ波電子サイクロトロン共鳴（ｕＥＣＲ）である。ＥＣＲプラズマは１ｍＴｏｒｒ
未満でさえ動作し、電子のサイクロトロン周波数とマイクロ波励起場（ｍｉｃｒｏｗａｖ
ｅ　ｅｘｃｉｔａｔｉｏｎ　ｆｉｅｌｄ）との間の共鳴によって、イオン化効率が再び非
常に高い。基板は、また、望まれるようにイオンボンバードを増加させるために、電源を
使用して独立してバイアスすることができる。
【００７９】
　ヘリコンプラズマ源も、低圧エッチングに使用される。この場合、無線周波がアンテナ
から発生される。ＲＦ場に加えて、ソレノイド磁場も与えられる。ＲＦ波より小さい波長
における右円偏光ヘリコン波が、プラズマを通過し、ガスをイオン化する。
【００８０】
　イオンミリング、反応性イオンミリング、およびガスクラスターイオンビーム（Ｇａｓ
　Ｃｌｕｓｔｅｒ　Ｉｏｎ　Ｂｅａｍ）（ＧＣＩＢ）エッチングによって代表されるイオ
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ンビームエッチングも、プラズマから抽出されたイオンを使用する低圧（ｍＴｏｒｒ未満
から数ｍＴｏｒｒ）エッチング方法である。ＧＣＩＢの場合、クラスター源は膨張ガスで
あり、これは、イオン化され、次に、基板の方に加速される。
【００８１】
　マグネトロン補助装置補助、レーザ補助、および三極管補助によって、プラズマ強化を
行うことができる。これらの方法は、より低い圧力の動作、およびより均一なエッチング
に備える。
【００８２】
　本発明のプロセスで実施されるようなプラズマエッチングを、ミリトル未満の圧力範囲
まで、プラズマのこれらの明示のいずれかを含むように拡大することができる。
【００８３】
　別の実施形態において、第２の電極７２２を、ブランケット堆積および従来のリソグラ
フィ技術を用いて形成することができる。より特定的には、ステンシルマスクが使用され
ず、したがって、電子デバイス１００のためのアレイの実質的にすべて、または基板３０
０の実質的にすべてが、第２の電極７２２のための層によって被覆される以外は、第２の
電極７２２のための層を、先に説明されたように堆積させることができる。マスキング層
（図示せず）が、フォトレジスト層を堆積させ、ステンシルマスクを使用してフォトレジ
スト層を選択的に露出し、フォトレジスト層を現像して、図７および図８に示されている
ような開口部７２４と同様のマスキング層の開口部を形成するなどの従来の技術を用いて
、形成される。第２の電極７２２のための層は、従来の技術を用いてエッチングされて、
第２の電極７２２を形成する。エッチングは、従来のウェットまたはドライエッチング技
術を用いて行うことができる。
【００８４】
　第２の電極７２２を形成した後、マスキング層は、従来の技術を用いて除去される。１
つの特定の実施形態において、マスキング層および有機層６３０は、有機材料を含む。マ
スキング層、および開口部７２４の下にある有機層６３０の露出された部分は、除去され
る。一実施形態において、除去は、先に説明されたようにプラズマエッチングを用いて行
うことができる。１つの特定の実施形態において、マスキング層は、著しくより厚いその
有機層６３０。したがって、有機層６３０の露出された部分は、マスキング層のすべてが
除去される前、除去される。終点検出がプラズマエッチングのために用いられる場合、終
点信号を、いつ第２の電極７２２が露出されるかを検出するように設定することができる
。
【００８５】
　プロセスのこの時点において、堆積されるときパターニングされようと、ブランケット
堆積されパターニングされようと、第２の電極７２２、および開口部１０２４が、形成さ
れる。一実施形態において、第１の有機層６３２は、比較的導電性の材料を含む。有機層
６３０の露出された部分を除去した後、基板を、有機層６３０内の層の１つまたは複数の
導電性を低減する材料に曝すことができる。一実施形態において、第１の有機層６３２は
、スルホン化ＰＡＮＩ－ＰＳＳまたはＰＥＤＯＴ－ＰＳＳである。開口部１０２４内に形
成された導電性部材が、ＰＡＮＩ－ＰＳＳまたはＰＥＤＯＴ－ＰＳＳと接触する場合、そ
のような導電性部材と第１の電極４４２との間の漏れ経路が生じることがある。塩基が第
１の有機層６３２内のＰＡＮＩ－ＰＳＳまたはＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ材料に曝されて、第１
の有機層６３２の抵抗部分１０４６を形成する。塩基は、水酸化ナトリウム、水酸化カル
シウムなどの１族または２族金属含有塩基、水酸化テトラメチルアンモニウムなどの非金
属塩基、またはそれらの任意の組合せを含むことができる。
【００８６】
　１つの特定の実施形態において、塩基は、ＰＡＮＩ－ＰＳＳまたはＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
スルホン化部分と相互作用して、図１０に示されているような抵抗部分１０４６を形成す
る。抵抗部分１０４６は、開口部１０２４の周囲、および、第１の有機層６３２が塩基に
曝された、電子デバイス１００の他の部分に沿って配置される。
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【００８７】
　第３の導電性部材１１２２が、第２の電極７２２の少なくとも一部の上に、および開口
部１０２４内に形成されて、図１１に示されているように第２の導電性部材２２２へのコ
ンタクトを形成する。第３の導電性部材１１２２は、第２の導電性部材２２２のいずれか
に関して先に説明された材料のいずれか１つまたは複数を含むことができる。第３の導電
性部材１１２２は、第２の導電性部材２２２と比較して同じまたは異なった組成物を有す
ることができる。一実施形態において、第３の導電性部材１１２２は、第２の電極７２２
を作るために使用されるステンシルマスクのほぼ逆イメージであるパターンを有するステ
ンシルマスクを使用して、１つまたは複数の層を堆積させることによって、形成すること
ができる。この実施形態において、第３の導電性部材のための開口部は、典型的には、先
に説明されたような開口部７２４より少し広い。このように、第２の電極７２２上への重
なりは、第３の導電性部材のより良好な接触およびいくらかの整列不良（たとえば、開口
部１０２４の上に中心に置かれない）を考慮することができる。
【００８８】
　第３の導電性部材１１２２は、第２の電極７２２の厚さと同じ厚さであるか、より実質
的に厚いことができる。一実施形態において、第３の導電性部材は、約０．１～５．０ミ
クロンの範囲内の厚さを有する。第３の導電性部材１１２２は、第２の導電性部材２２２
を第２の電極７２２に接続する。この特定の実施形態において、第３の導電性部材１１２
２は、また、第２の電極７２２および第２の導電性部材２２２と接触する。このように、
Ｖss信号を、Ｖss線１４８の少なくとも一部である第２の導電性部材７２２に沿って、第
３の導電性部材１１２２を介して、第２の電極７２２に伝送することができる。抵抗部分
１０４６は、第３の導電性部材１１２２から第１の電極４４２に流れる漏れ電流を低減す
るのを助ける。
【００８９】
　別の実施形態において、第３の導電性部材１１２２は、第２の電極７２２について先に
説明されたブランケット堆積およびリソグラフィ技術を用いて形成することができる。第
２の電極７２２の表面は、第３の導電性部材１１２２を第２の電極７２２まで選択的にエ
ッチングすることができるように、第３の導電性部材１１２２と異なることができる。
【００９０】
　一実施形態において、１つの第３の導電性部材１１２２が形成される。別の実施形態に
おいて、図１１に示されたものと同様の追加の第３の導電性部材１１２２を形成すること
ができる。
【００９１】
　図１～１１に示されていない他の回路を、任意の数の先に説明された層または追加の層
を使用して形成することができる。示されていないが、追加の絶縁層および相互接続レベ
ルを形成して、アレイの外側にあることができる周辺領域内の回路（図示せず）を考慮す
ることができる。そのような回路としては、行または列デコーダ、ストローブ（たとえば
、行アレイストローブ、列アレイストローブ）、またはセンス増幅器を挙げることができ
る。
【００９２】
　乾燥剤を有するリッドを、アレイの外側の位置において基板３００に取付けて、実質的
に完成された電子デバイス１００を形成することができる。一実施形態において、放射線
を、基板３００の使用者側３０２を介して、有機活性層６３２から放出するか、有機活性
層６３２によって受けることができる。この実施形態において、リッドおよび乾燥剤のた
めに使用される材料、ならびに取付けプロセスは、従来のものである。
【００９３】
　　（３．代替実施形態）
　いくつかの追加の代替実施形態を以下で説明する。ここで説明される代替実施形態は、
多くの他の実施形態が可能であるので、本発明の範囲を例示し、限定しないことが意図さ
れる。
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【００９４】
　図１２は、代替実施形態によって形成された電子デバイス１２００の一部の断面図を含
む。この実施形態において、特徴が、絶縁層３２０の開口部を通って延在する導電性プラ
グ１２４２と、抵抗性第１の有機層１２３２と、テーパ付き開口部１２２６および相補的
なテーパ付き第３の導電性部材１２２２と、第３の導電性部材１２２２を含むリッドとを
含む。製造プロセスの、図２～１１に関して示されたか説明された実施形態と異なる部分
を、以下で説明する。
【００９５】
　パターニングされた絶縁層３２０の形成による電子デバイス１２００の形成は、先に説
明されたのと実質的に同じである。導電性プラグ１２４２は、絶縁層３２０の開口部内に
形成される。導電性プラグ１２４２は、半導体技術に用いられる従来の技術を用いて形成
することができる。たとえば、導電性プラグ１２４２は、第２の導電性部材２２２に関し
て先に説明された材料のいずれか１つまたは複数などの導電性材料の層を堆積させ、絶縁
層３２０の上にある部分を除去することによって、形成することができる。別の実施形態
において、選択的な堆積プロセスを用いて、導電性プラグ１２４２を形成することができ
る。特定の実施形態において、選択的な堆積を、絶縁層３２０内の開口部内にのみ最初に
堆積させる化学蒸着技術またはめっき技術を用いて行うことができる。選択的な堆積は、
導電性プラグ１２４２が絶縁層３２０内の開口部を実質的に充填すると終わらせることが
できる。別の実施形態において、選択的な堆積をわずかにより長く行って、導電性プラグ
１２４２が絶縁層３２０の開口部のわずかに外側に延在することを可能にすることができ
る。第１の電極４４２が、導電性プラグ１２４２のいくつかと接触し、下にあるピクセル
駆動回路２４２内の導電性部材に接続されるがこれと接触しない以外は、先に説明された
ように形成される。
【００９６】
　次に、有機層１２３０が、第１の電極４４２および絶縁層３２０の上に形成される。有
機層１２３０は、材料の抵抗形態を使用することができる以外は、第１の有機層６３２に
ついて先に説明された材料のいずれか１つまたは複数を含むことができる抵抗性第１の有
機層１２３２を含む。たとえば、抵抗性第１の有機層１２３２は、ＰＡＮＩまたはＰＥＤ
ＯＴを含むことができるが、それはスルホン化されない。このように、図１０に関して先
に説明されたような抵抗部分１０４６を形成することは、必要でない。有機活性層６３４
および第２の電極７２２のための層は、先に説明されたように形成される。この特定の実
施形態において、ブランケット堆積を、第２の電極７２２のための層を形成するために用
いることができ、マスキング層（図示せず）が、図１２に示されているようなテーパ付き
開口部１２２６を形成するために使用される。半導体技術に用いられるような従来のレジ
スト浸食プロセスを行って、テーパ付き開口部１２２６を形成することができる。一実施
形態において、１つまたは複数のハロゲン含有ガスを使用して、第１の電極をエッチング
することができ、１つまたは複数の酸素含有ガスを使用して、マスキング層を横方向にエ
ッチングすることができる。任意に、不活性ガスも使用することができる。有機層１２３
０のいくらかまたはすべてを、エッチングのレジスト浸食部分の間、除去することができ
る。マスキング層および第２の電極７２２の間の有機層１２３０のいかなる残っている部
分も、従来の技術を用いて除去される。抵抗性第１の有機層１２３２を塩基に曝すことが
必要でないことに留意されたい。
【００９７】
　リッド１２６２が、乾燥剤１２６４と、衝撃吸収材料１２６６（たとえば、弾性ポリマ
ー）と、第３の導電性部材１２２２とを含むことができる。リッド１２６２および乾燥剤
１２６４は従来のものである。
【００９８】
　第３の導電性部材１２２２は、第３の導電性部材１１２２について先に説明された材料
のいずれか１つまたは複数を含むことができる。
【００９９】
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　この特定の実施形態において、第３の導電性部材１２２２の末端を、テーパ付き開口部
１２２６と同様の形状を有するようにテーパを付けることができる。リッド１２６２は、
アレイの外側の位置において基板３００に取付けられる。リッド１２６２が取付けられて
いる間、第３の導電性部材１２２２は、テーパ付き開口部１２２６の内側に嵌合し、第２
の電極７２２、および第２の導電性部材２２２の上にある導電性プラグ１２４２と接触す
る。衝撃吸収材料１２６６は、第３の導電性部材上のいくらかの圧力が、第２の電極７２
２および導電性プラグ１２４２とのより良好な接触を確実にすることを可能にすることが
できる。他の実施形態において、乾燥剤１２６４、衝撃吸収材料１２６６、または両方が
、必要でない。カプセル化後、間隙１２６８が、第２の電極７２２とリッド１２６２との
間に存在する。
【０１００】
　図１３は、別の代替実施形態によって形成された電子デバイス１２００の一部の断面図
を含む。この実施形態において、特徴が、側壁スペーサ１３４６と、電子デバイス１３０
０のアレイの実質的にすべてを被覆する第３の導電性部材１３２２とを含む。製造プロセ
スの、図２～１１に関して示されたか説明された実施形態と異なる部分を、以下で説明す
る。
【０１０１】
　有機層６３０を通る開口部１０４２の形成は、図９および図１０による先の実施形態に
従って行われ、抵抗部分１０４６を形成しないことを除いて、形成することができる。代
わりに、側壁スペーサ１３４６を形成して、その後形成される第３の導電性部材１３２２
を有機層６３０の部分から絶縁することができる。１つの特定の実施形態において、二酸
化ケイ素、窒化ケイ素、他の絶縁材料、またはそれらの任意の組合せなどの絶縁層を、１
０から１００ｎｍの範囲内の厚さに共形的に堆積させることができる。一実施形態におい
て、絶縁層は、絶縁層３２０と異なった組成物を有する。
【０１０２】
　絶縁層は、異方性エッチングされて、側壁スペーサ１３４６を形成する。実施形態にお
いて、先に説明されたようなハロゲン含有ガスのいずれか１つまたは複数を、供給ガスと
して使用することができる。ＣＨＦ3、ＨＦ、ＨＣｌ、ＨＢｒなどのハロゲン含有ガスの
少なくとも１つが、水素を含む。水素の存在は、エッチングの異方性特徴を増加させるの
を助ける。１つまたは複数の不活性ガス、１つまたは複数の酸素含有ガス、またはそれら
の組合せを、ハロゲン含有ガスと関連して使用することができる。先に説明されたプラズ
マエッチング条件を、異方性エッチングの間、用いることができる。一実施形態において
、側壁スペーサ１３４６および絶縁層３２０は、異なった組成物を有する。絶縁側壁スペ
ーサ１３４６の形成の間のオーバエッチングを、絶縁層３２０のあまりに多くをエッチン
グすることなく、行うことができる。
【０１０３】
　別の実施形態において、側壁スペーサ１３４６は、半導体技術に用いられるような従来
の堆積およびバックスパッタリング技術を用いて形成することができる。より特定的には
、十分な厚さの側壁スペーサ１３４６が形成されるまで、堆積およびバックスパッタリン
グ作用を変更することができる。この実施形態において、側壁スペーサ１３４６は、断面
図から見られるような放物線状ではなく三角形形状をより多く有することができる。
【０１０４】
　さらに別の実施形態（図示せず）において、第２の導電性部材２２２の上の位置におけ
る絶縁層３２０内の開口部２２４を形成しなくてもよい。先に説明されたように開口部７
４２を形成した後、絶縁層３２０の実質的に同じ組成物を有する絶縁層（側壁スペーサ１
３４６のための）を形成することができる。側壁スペーサ１３４２を形成するために用い
られるエッチングが続けられて、開口部７４２内の絶縁層３２０の、側壁スペーサ１３４
６によって被覆されない部分を除去する。第２の導電性部材２２２、および基板３００の
一部が、露出されるようになる。第３の導電性部材１３２２は、電子部品１２８の実質的
にすべて、電子デバイス１３００のためのアレイのすべて、または基板３００のすべての
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上に延在することができる以外は、先に説明されたように形成することができる。
【０１０５】
　さらに別の実施形態において、開口部１０２４を形成するために用いられるエッチング
を拡大して、第２の電極７２２によって被覆されない絶縁層３２０の部分を除去すること
ができる。したがって、開口部１０２４は、第２の導電性部材２２２、および基板３００
の一部を露出する。第１の有機層６３２が存在する場合、抵抗部分１０４６または側壁ス
ペーサ１３４６を形成することができる。比較的抵抗性の第１の有機層１２３２が存在す
る場合、抵抗部分１０４６または側壁スペーサ１３４６は、必要でないが、漏れ電流をさ
らに低減するために形成することができる。第３の導電性部材１１２２、１２２２、また
は１３２２は、先に説明されたように開口部内に形成するか配置することができる。
【０１０６】
　さらに別の実施形態において、放射線を、電子デバイス１００の反対側を透過させるこ
とができる。この実施形態において、放射線の実質的な部分が第２の電極７２２を透過さ
れることを可能にするために、第２の電極７２２の厚さを実質的に低減することができる
。一実施形態において、第２の電極７２２に達する放射線の少なくとも７０％が、第２の
電極７２２を透過される。特定の実施形態において、第２の電極７２２の厚さは、１００
ｎｍ未満であり、特定の実施形態において、約１０～５０ｎｍの範囲内である。透明なカ
プセル化層、透明なリッド、またはそれらの組合せを、放射線が、そのようなカプセル化
層、リッド、またはそれらの組合せを透過されるために使用することができる。乾燥剤が
使用される場合、それは、放射線の十分な透過を可能にしなければならないか、それが電
子デバイス１００から放出されているか電子デバイス１００によって受けられている放射
線を実質的に妨げない位置に配置しなければならない。
【０１０７】
　さらに、他の回路構成が可能である。たとえば、図１を参照すると、選択トランジスタ
１２２、駆動トランジスタ１２６、または両方を、ｐチャネルトランジスタと取替えるこ
とができる。駆動トランジスタ１２６がｐチャネルトランジスタと取替えられた場合、図
１の接続を変えることができる。一実施形態において、電子部品１２８のアノードが、電
力伝送線であるＶdd線１４６に接続され、電子部品１２８のカソードが、その対応する駆
動トランジスタ１２６のソース／ドレイン領域の一方に接続され、対応する駆動トランジ
スタ１２６の他方のソース／ドレイン領域は、Ｖss線１４８に接続される。
【０１０８】
　一実施形態において、図１１を参照すると、電子デバイス１２８内の層の少なくともい
くつかの製造が逆にされるが、レイアウトは実質的に同じである。たとえば、第１の電極
４４２は、電子部品１２８のためのカソードである。第１の電極４４２は、ピクセル駆動
回路２４２内の駆動トランジスタ１２６の適切なソース／ドレイン領域に接続される。第
１の電極４４２内の層の製造は、先に説明されたような第２の電極７２２の逆である。低
仕事関数材料は、有機層６３０と接触する。有機活性層６３４は、第１の有機層６３２の
前に形成される。第２の電極７２２は、電子部品１２８のためのアノードである。第３の
導電性部材１１２２は、第２の電極７２２を、この実施形態においてＶdd線１４６の一部
である第２の導電性部材２２２に接続する。この実施形態は、著しい追加の製造複雑さを
伴わずに、トップエミッションディスプレイを形成するのに有用であることができる。
【０１０９】
　ここで説明されるレイアウトおよびプロセスを用いて、多種多様な電子デバイスを製造
することができる。一実施形態において、電子デバイスは、ディスプレイを含むことがで
き、ディスプレイは、放射線放出部品である電子部品１２８を含む。ここで説明される実
施形態を、ボトムエミッション（基板を通る放出）ディスプレイおよびトップエミッショ
ン（カプセル化層、リッド、または両方を通る放出）ディスプレイのために使用すること
ができる。電子デバイス１００、１２００、１３００、またはそれらの任意の組合せは、
アクティブマトリックスディスプレイを含むことができるか、パッシブマトリックスディ
スプレイでの使用のために修正することができる。別の実施形態において、電子デバイス
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１００、１２００、１３００、またはそれらの任意の組合せは、放射線センサまたは光起
電力セルのアレイを含むことができる。そのような実施形態において、電子部品は放射線
応答部品である。
【０１１０】
　多くの他の実施形態が可能であるが、説明しない。たとえば、本明細書を読んだ後、当
業者は、どのように、説明された実施形態のいずれかのための特徴のいずれか１つまたは
複数を互いに組合せて、新たな実施形態を形成するかわかるであろう。
【０１１１】
　　（４．利点）
　ここで説明される実施形態は、ここで説明されるような利点のいずれか１つまたは複数
を有することができる。一実施形態において、ピクセル駆動回路２４２を含む基板３００
を、１つの製造業者によって製造することができ、電子部品１２８を、異なった製造業者
によって製造することができる。基板３００の製造業者は、電子デバイス１００、１２０
０、または１３００のための端子接続および電力伝送線をすでに含むことができる。した
がって、異なった製造業者が、電子デバイス１００、１２００、または１３００の製造を
開始するとき、第２の導電性部材２２２は、すでに存在することができる。第３の導電性
部材１１２２、１２２２、１３２２、またはそれらの任意の組合せは、追加の基板領域を
消費することなく、第２の電極７２２と第２の導電性部材２２２との間の接続を可能にす
る。
【０１１２】
　さらに、第２の電極７２２の製造を、第２の導電性部材２２２の上の有機層６３０また
は１２３０の部分を除去するために用いることができる。一実施形態において、第２の電
極７２２はハードマスクである。別の実施形態において、有機層６３０または１２３０の
除去を、第２の電極７２２をパターニングするために使用されるマスキング層を除去する
ことと合同させることができる。より少ないマスキング層またはパターニング層が、有機
層６３０の、第２の電極７２２によって被覆されない部分を除去するために行われる必要
がある。
【０１１３】
　実施形態のいくつかにおいて、抵抗部分１０４６、側壁スペーサ１３４６、またはそれ
らの組合せを使用することができる。抵抗部分１０４６または側壁スペーサ１３４６は、
比較的より導電性の第１の有機層６３２が、電子部品１２８内で使用されることを可能に
して、電力消費を低減する。抵抗部分１０４６、側壁スペーサ１３４６、またはそれらの
組合せは、電流を著しく低減するか、そうでなければ第１の電極４４２と第３の導電性部
材１１２２または１３２２との間にある漏れ経路を実質的になくすことができる。
【０１１４】
　図１２に示されているような実施形態において、第３の導電性部材１２２２とテーパ付
き開口部１２２６との間のテーパ付き端縁は、リッド１２６２に取付けられた第３の導電
性部材１２２２を、導電性プラグ１２４２に整列させるのを助けることができる。また、
比較的より導電性でない第１の有機層１２３２を使用することができ、一実施形態におい
て、抵抗部分１０４６、側壁スペーサ１３４６、または両方が、必要でない。
【０１１５】
　さらに別の実施形態において、絶縁層３２０の開口部２２４が、抵抗部分１０４６を形
成する前に形成されない。この実施形態において、塩基または他の化合物と第２の導電性
部材２２２との間の潜在的な相互作用を実質的になくすことができる。そのような実施形
態は、第２の導電性部材２２２が、上面（すなわち、第３の導電性部材１１２２または１
３２２に最も近い）に、導電性部材のためにマイクロエレクトロニクスにおいて広く使用
されるＡｌを含ませることを可能にすることができる。第２の導電性部材２２２のより多
くを、その後の第３の導電性部材１１２２または１３２２の形成の間露出することができ
、第２の電極７２２と第２の導電性部材２２２との間のより低い電圧降下を可能にする。
より低い抵抗は電流の流れを増加させることができ、電子デバイス１００または１３００
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による電力消費のさらなる増加なしで生じることができる。このように、電子デバイス１
００または１３００は、より低い温度で動作させることができ、かつ、電子部品１２８の
動作寿命を延ばすことができる。
【０１１６】
　実施形態の少なくともいくつかの場合、別の利点は、レイアウトおよび製造をトップエ
ミッションディスプレイで用いることができることである。より特定的には、第３の導電
性部材１１２２および１２２２を、下にある第１の電極４４２のいずれかがあるとしても
ほとんど被覆しないように設計することができる。第２の電極７２２が放射線に対して著
しく透明である場合（すなわち、有機層６３０または１２３０への、または有機層６３０
または１２３０からの放射線の少なくとも７０％の透過）、第３の導電性部材１１２２お
よび１２２２は、十分な電流を電子部品１２８に与えるためのバス線である。
【０１１７】
　ここで説明されるようなプロセスおよび材料は、有機電子および半導体技術の範囲内で
従来のものである。したがって、新たな材料または新たなプロセス技術が開発される必要
はない。第２の電極７２２と第２の導電性部材２２２との間の電気的接続は、カソードを
アレイの実質的にすべての上に形成する、より従来の共通カソード技術と比較して、わず
か２つの追加の処理工程を用いることによって形成することができる。２つの追加の工程
は、有機層６３０をエッチングすることと、第２の電極７２２を第２の導電性部材２２２
に接続する第３の導電性部材を形成することとを含むことができる。
【０１１８】
　一般的な説明または例において上で説明された活動のすべてが必要とされるわけではな
いこと、特定の活動の一部を必要としなくてもよいこと、および、説明されたものに加え
て、１つまたは複数のさらなる活動を行ってもよいことに留意されたい。さらに、活動が
記載された順序は、必ずしも、それらが行われる順序ではない。本明細書を読んだ後、当
業者は、どんな活動を特定の要求または望みのために用いることができるかを定めること
ができるであろう。
【０１１９】
　先の明細書において、本発明を特定の実施形態に関して説明した。しかし、当業者は、
特許請求の範囲に記載されるような本発明の範囲から逸脱することなく、１つまたは複数
の修正または１つまたは複数の他の変更を行うことができることを理解する。したがって
、明細書および図は、限定的な意味ではなく例示的な意味でみなされるべきであり、いか
なるおよびすべてのそのような修正および他の変更が、本発明の範囲内に含まれることが
意図される。
【０１２０】
　任意の１つまたは複数の利益、１つまたは複数の他の利点、１つまたは複数の問題の１
つまたは複数の解決策、またはそれらの任意の組合せを、１つまたは複数の特定の実施形
態に関して上で説明した。しかし、利益、利点、問題の解決策、または、いかなる利益、
利点、または解決策が生じるかより顕著になることを引起し得るいかなる要素も、特許請
求の範囲のいずれかまたはすべての、重要な、必要な、または本質的な特徴または要素と
解釈されるべきではない。
【０１２１】
　明確にするため、別個の実施形態に関連して上でおよび下で説明される本発明のいくつ
かの特徴を、また、１つの実施形態において組合せで提供することができることが理解さ
れるべきである。逆に、簡潔にするため、１つの実施形態に関連して説明される本発明の
さまざまな特徴を、また、別個に、または任意のサブコンビネーションで提供することが
できる。さらに、範囲内に記載された値への言及は、その範囲内のどの値も含む。
［１］第１のピクセル駆動回路、第１の導電性部材、および第２の導電性部材を含む基板
であって、前記第１および第２の導電性部材が互いに隔置され、前記第１の導電性部材が
前記第１のピクセル駆動回路に接続され、前記第２の導電性部材が電力伝送線の一部であ
る、基板と、第１の電子部品、前記第１の導電性部材と接触する第１の電極、前記第２の
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導電性部材に接続されるが接触しない第２の電極、および前記第１の電極と前記第２の電
極との間にある有機層を含む第１の電子部品と、第３の導電性部材であって、前記第２の
電極および前記第２の導電性部材に接続され、かつ、前記第２の導電性部材と接触する第
３の導電性部材とを備えたことを特徴とする電子デバイス。
［２］前記基板が、前記第１のピクセル駆動回路を含む複数のピクセル駆動回路と、追加
の第１の導電性部材と、追加の第２の導電性部材とを含み、前記第１の導電性部材の各々
が、前記第２の導電性部材の各々から隔置され、前記電子デバイスが、前記第１の電子部
品を含む電子部品のアレイを含み、前記電子部品の各々が、前記第１の導電性部材の少な
くとも１つと接触する第１の電極と、前記第２の導電性部材の少なくとも１つに接続され
るが、前記第２の導電性部材のいずれにも接触しない第２の電極とを含み、前記有機層が
、前記第１の電極と前記第２の電極との間にあり、前記第３の導電性部材が、第２の電極
および前記第２の導電性部材に接続され、かつ、前記第２の導電性部材の少なくともいく
つかと接触することを特徴とする［１］に記載の電子デバイス。
［３］前記電子部品が、前記第１の電子部品と同じ行または同じ列に沿って配置された第
２の電子部品を含むことを特徴とする［２］に記載の電子デバイス。
［４］前記電子部品が、前記第１の電子部品と異なった行および異なった列に沿って配置
された第２の電子部品を含むことを特徴とする［２］に記載の電子デバイス。
［５］前記第３の導電性部材が、すべてではないがいくつかの前記電子部品の第２の電極
と接触することを特徴とする［２］に記載の電子デバイス。
［６］前記第３の導電性部材が、前記アレイ内の前記第２の導電性部材の実質的にすべて
と接触することを特徴とする［２］に記載の電子デバイス。
［７］前記第３の導電性部材が、第２の導電性電極と接触することを特徴とする［１］に
記載の電子デバイス。
［８］前記有機層が、前記第１の電極と前記第２の電極との間にある導電性部分と、前記
第２の導電性部材および前記第３の導電性部材が前記導電性部分と接触するのを実質的に
防止する抵抗部分とを含むことを特徴とする［１］に記載の電子デバイス。
［９］前記第３の導電性部材を前記有機層から絶縁する側壁スペーサをさらに備えたこと
を特徴とする［１］に記載の電子デバイス。
［１０］前記有機層が有機活性層を含むことを特徴とする［１］に記載の電子デバイス。
［１１］前記第１の電子部品が、放射線放出電子部品または放射線応答電子部品を含むこ
とを特徴とする［１０］に記載の電子デバイス。
［１２］前記電力伝送線がＶdd線またはＶss線であることを特徴とする［１］に記載の電
子デバイス。
［１３］電子デバイスを形成するための方法であって、第１の電極を、基板内の第１の導
電性部材の上に形成する工程であって、前記基板が、第１のピクセル駆動回路と、前記第
１の導電性部材と、第２の導電性部材とを含み、前記第１および第２の導電性部材が互い
に隔置され、前記第１の導電性部材が前記第１のピクセル駆動回路に接続され、前記第２
の導電性部材が電力伝送線の一部である第１の電極を形成する工程と、第１の有機層を前
記第１および第２の電極の上に形成する工程と、第２の電極を、前記第２の導電性部材の
上にこないように前記第１の有機層の上に形成する工程と、前記第２の電極によって被覆
されない、前記第１の有機層の露出された部分を除去して、前記第２の導電性部材を露出
する工程と、第３の導電性部材を露出する工程であって、前記第２の電極および前記第２
の導電性部材に接続され、かつ、前記第２の導電性部材と接触する第３の導電性部材を形
成する工程とを有することを特徴とする方法。
［１４］前記第１の有機層の露出された部分を除去する工程が、前記第２の導電性部材に
隣接した側壁を形成し、前記側壁に隣接した前記第１の有機層の抵抗部分を形成する工程
をさらに有することを特徴とする［１３］に記載の方法。
［１５］前記第１の有機層の抵抗部分を形成する工程が、前記第１の有機層を乾燥処理作
業に曝す工程を含むことを特徴とする［１４］に記載の方法。
［１６］前記第１の有機層の露出された部分を除去した後、絶縁層を形成する工程と、前
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壁スペーサを形成する工程とをさらに有することを特徴とする［１３］に記載の方法。
［１７］前記基板が、前記第１のピクセル駆動回路を含む複数のピクセル駆動回路と、付
加的な第１の導電性部材と、付加的な第２の導電性部材とを含み、前記第１の導電性部材
の各々が、前記第２の導電性部材から隔置され、前記電子デバイスが電子部品のアレイを
含み、前記ピクセル駆動回路が前記アレイ内にあり、前記第１の電極を形成する工程が、
前記第１の電極を前記第１の導電性部材の上に形成する工程を含み、前記第２の電極を形
成する工程が、前記第２の電極を、前記アレイ内の第２の導電性部材のいずれの上にもな
く前記第１の有機層の上に形成する工程を含み、前記第１の有機層の部分を除去する工程
が、前記第１の有機層の、前記第２の電極によって被覆されない部分を除去して、前記第
２の導電性部材を露出する工程を含み、前記第３の導電性部材を形成する工程が、前記第
３の導電性部材が、前記第２の電極および前記第２の導電性部材に接続され、かつ、前記
第２の導電性部材の少なくともいくつかと接触するように、前記第３の導電性部材を形成
する工程を含むことを特徴とする［１３］に記載の方法。
［１８］前記第１の電極を形成した後であって、かつ前記第２の電極を形成する前に、有
機活性層を形成する工程をさらに有することを特徴とする［１３］に記載の方法。
［１９］第１の電子部品が、放射線放出電子部品または放射線応答電子部品を含むことを
特徴とする［１８］に記載の方法。
［２０］前記第３の導電性部材が前記第２の電極と接触することを特徴とする［１３］に
記載の方法。
［２１］前記電力伝送線がＶdd線またはＶss線であることを特徴とする［１３］に記載の
方法。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】電子デバイス内のアレイの一部の回路図を含む。
【図２】ピクセル駆動回路およびＶdd線のための露出された導電性部材まで開口部を形成
した後の、基板の一部の、それぞれ、平面図および断面図の図を含む。
【図３】ピクセル駆動回路およびＶdd線のための露出された導電性部材まで開口部を形成
した後の、基板の一部の、それぞれ、平面図および断面図の図を含む。
【図４】第１の電極を形成した後の、図２および図３の基板の、それぞれ、平面図および
断面図の図を含む。
【図５】第１の電極を形成した後の、図２および図３の基板の、それぞれ、平面図および
断面図の図を含む。
【図６】有機層を形成した後の、図４および図５の基板の断面図の図を含む。
【図７】第２の電極を形成した後の、図６の基板の、それぞれ、平面図および断面図の図
を含む。
【図８】第２の電極を形成した後の、図６の基板の、それぞれ、平面図および断面図の図
を含む。
【図９】有機層の一部をエッチングして、導電性部材まで開口部を形成した後の、図７お
よび図８の基板の、それぞれ、平面図および断面図の図を含む。
【図１０】有機層の一部をエッチングして、導電性部材まで開口部を形成した後の、図７
および図８の基板の、それぞれ、平面図および断面図の図を含む。
【図１１】第２の電極の少なくともいくつかおよび露出された導電性部材に接続された導
電性部材を形成した後の、図９および図１０の基板の断面図の図を含む。
【図１２】代替実施形態による電子デバイスの部分の断面図の図を含む。
【図１３】代替実施形態による電子デバイスの部分の断面図の図を含む。
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